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 序論  第１章
 











































を用い、1970 年代の石油危機を乗り切った Royal Dutch Shell 社の事例（Wack, 
1985a; 1985b）や 1980 年代に国家インテリジェンスの専門家である J. P. Herring

















































































































































 日本における情報の意味とその変遷  ２ .１ .１
日本語においては、英語の Information と Intelligence の訳語に「情報」とい
う文字が当てられている。しかし、情報という言葉が意味するものは、使用さ
れた文脈によって、英語の Information と Intelligence 以外の単語の意味も含ん
で様々なものを表す（飯塚ら ,  1982a; 1982b）。また、用いられた時代によって
も含まれる意味が異なっており、曖昧な用語である（小野 ,  2016）。情報という
言葉の歴史的な成り立ちは、各種研究がなされてきた（井口 ,  1981; 長山 , 1983; 
上田 ,  1990）。しかし、 1990 年 9 月 15 日の『日本経済新聞』朝刊の文化欄に掲






表 2-1．「情報」という言葉の成り立ち  







1 月号第 104 号 p. 4-17 に『情報産業論』を発表し、初めて「情報産業」という
用語を使ったが、後の『情報産業論再説』の中で「情報産業ということばは産
業スパイまがいのイメージをもたれニュートラルな意味は無かった」と述べて
いる（梅棹 ,  2011, p. 120-121）。図 2-1 は、「情報」という名の名称を持つ学会を
「学会名鑑データベース」注 2 を用いて調査（参照 2014-12-25）し、学会名称の
変遷を追った結果である。同データベース中には、33 の団体があり、最も古い
学会は、1960 年設立の「情報処理学会」であった。同学会の学会誌（ 2010, p. 9）
には、「情報処理学会」設立時の命名の経緯について、次のように記載されてい
る。「この学会設立の直接の目的は、IFIP（ International Federation for Information 
Processing）加盟のためであった。そこで学会の名称もまず英文の“ Information 











図 2-1．学会名称に「情報」を冠した学会の名称の変遷  








































う用語を当てて区別している（防衛研修所講義資料 , 1960; 北岡 , 2003; 小谷 , 
2012; 小林 ,  2014）。更に、国家インテリジェンスにおける学術上のインテリジ
ェンスの定義は、「ある目的のために産み出された知識」および「その活動」「そ
れを産み出す組織」とされている（Kent, 1949; Lowenthal, 2009; 小林 ,  2014）。  
 



















図 2-2．国家インテリジェンスの定義  


















表 2-3．ビジネス分野でのインテリジェンスの定義  
（菅澤 ,  2014; 石川ら ,  2009 を参照し筆者作成）             
 
 




















つの問題点を指摘することができる。一つは Data と Information の位置づけ、





















表 2-5 .  関連概念の整理 -1：辞書的な意味（各資料を参照し筆者作成）  























































表 2-6．関連概念の整理 -2：インテリジェンスの定義における整理  
（各資料を参照し筆者作成）  
用語  タイプＩ  タイプⅡ  タイプⅢ  






Intelligence 情報  ①  情報から分析・加工さ
れた知識のプロダクト
































































 経営戦略におけるインテリジェンス  ２ .２ .１
戦略や戦術という用語は、軍事の分野で使用されていた。近代的な意味で戦
略を定義し、戦術と明確に区別したのはクラウゼヴイッツが最初であり、以下







あり、この概念を最初に経営分野にもち込んだのはチャンドラー（ A. D. 
Chandler, Jr.）であると言われている。チャンドラーは、経営戦略を「長期の基
本目標を定めたうえで、その目標を実現するために行動を起こしたり、経営資
源を配分したりすることを示す」としている（Chandler, 1962: 有賀訳 ,  2004, p. 
17）。また、アンゾフ（H. I. Ansoff）は、1965 年に発表した『企業戦略論（Corporate 
Strategy）』の中で、戦略は「部分的無知の状態の元での意思決定のためのルー
ル」として、企業の意思決定を「戦略的決定、管理的決定、業務的決定」とし












多角化や資源配分の決定を主題としていたが、 1970 年代後半から 1980 年代に
は、競争戦略と分析手法の発達により競争環境を取り扱う競争戦略論の議論が
盛んになった。ビジネス分野でのコンペティティブインテリジェンスは、この
時期に理論的な裏付けを受け、欧米において実践が進んだ（Fisher, 2014）。  
 
 
























表 2-7．意思決定における伝統的技術と現代的技術  
（Simon, 1977: 稲葉ら訳 ,  1979, p. 66）を参照し筆者加筆修正  
 
 








そ こ で は 意 思 決 定 を 必 要 と す る 問 題 に 関 連 あ る も の と 認 知 さ れ た 情 報











が、MIS は定型的な管理業務については効果を上げたとされている（岸 ,  2015, p. 
55-78）。更に 1980 年半ばには、ポーターの競争戦略論を基礎として概念化され












DSS への適用についての提案（矢島 ,  1989）や、その後のビッグデータの蓄積
と解析技術、機械学習技術、人工知能技術の充実と実用化による意思決定の支
援の可能性が提案されている（藤巻ら ,  2016; 高橋 ,  2015）。  
 
 






































いる（Van der Heijden, 2002）。このようにインテリジェンス生産は、組織内へ
の知識の獲得と蓄積にも深く関わっているといえる。   
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（図 2-3）。４つのモードは、以下からなるとしている。  
 
①  共同化：暗黙知から暗黙知へ  
・経験を共有することにより、メンタル・モデルや技能などの暗黙知を  
創造するプロセス。言葉を使わずに他人が持つ暗黙知を獲得する  




③  連結化：形式知から形式知へ  
・コンセプトを組み合わせて一つの知識体系を創り出すプロセス。  
異なった形式知を組み合わせて新たな形式知を創り出す  









図 2-3．４つの知識変換モード（SECI モデル）  









































術白書 ,  2017, p. 24-29）  
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表 2-8．イノベーションの定義  
（『科学技術白書』 ,  2017, p. 24-25）を参照し筆者作成  
政策・法律  イノベーションの定義  
第３期科学技術基本計画  














（平成 28 年 1 月閣議決定） 
同上  
イノベーション２５  




























う現象が起こった（『経営学大辞典』 ,  1999, p. 24）。  
企業内で実施されるイノベーションは、一定の組織と手続きとスケジュール





























ては、Meyers and Marquis（1969）の提唱した Model of Innovation（図 2-5）を
挙げ、その中でのテクノロジーインテリジェンスの重要性について言及してい





内部情報が貢献することが明らかになったとしている（ Paap, 2002; 桑島 ,  2004）。 
 
 




いて、インフォメーションの収集と活用のプロセスを示している（Ashton et al. , 
1995）。また、企業環境の技術的な事実やトレンドとしての機会・脅威に関連す
るインフォメーションを収集、分析、評価し、技術および経営の意思決定をサ








とが指摘されている（菅澤 ,  2006）。  
 
 






 情報学におけるインテリジェンス  ２ .３ .１
 情報学は、英語では informatics、 information studies である。情報が学問の対
象になったのは 1940 年代以降であり、学問分野として社会的に認知されたのは
20 世紀の終わり頃である。1940 年代後半ににシャノン（C. Shannon）の情報理
論とウィーナー（N. Winer）のサイバネティックスが提唱されたこと、また続
く 1950 年代にワトソン（ J. Watson）とクリック（ F. Crick）による DNA 二重ら
せんモデルが提唱されたことにより、情報は重要な学問領域となった。シャノ
ンは、価値ある情報そのものではなく、それをいかに早く伝達するかを志向し
た（高岡 ,  2012）。  












 図書館情報学におけるインテリジェンス  ２ .３ .２
図書館情報学の分野においても同分野の用語辞典に「インテリジェンス」と
いう見出し語は見当たらない。しかし、この分野ではインテリジェンスを扱っ
た論文は散見される。『図書館情報学用語辞典  第４版』には「情報（ information）」































































なされている。基本的なサイクルのバリエーションを表 2-9、図 2-6、図 2-7、
図 2-8、図 2-9 に示す。最も有名なものは、米国 CIA（Central Intelligence Agency）
が提示している CIA モデル（図 2-7）および SCIP（Strategic and Competitive 
Intelligence Professionals）が提示している SCIP モデル（Herring モデル）（図 2-8）
である（北岡 ,2003）。  















表 2-9．インテリジェンス・プロセス  
（小林 ,  2014, p. 3）を参照し筆者修正  




図 2-6．インテリジェンスサイクル  







図 2-7．インテリジェンスサイクル CIA モデル  





 図 2-8．インテリジェンスサイクル Herring モデル  













図 2-9．インテリジェンスサイクル  伝統的な平面モデル  


























視されていることが指摘されている（菅澤 ,  2015）。  
 
 
図 2-10．国家インテリジェンスの情報収集手段  
（小谷 ,  2012, p. 68）  
 
また、プロダクトとしてのインテリジェンスについて、Kent（1949）は、図
2-11 に示すように基本的に把握しておくべき知識（基本記述要素： basic 
descriptive form）と変化していく現状把握から得られた知識（現状報告要素：
current reportorial form）、そこから推測や評価されて得られる知識（推測・評価




＜第一水準＞          ＜第二水準＞  
 
 
図 2-11．インテリジェンスとして必要な知識  
























ジェンス（ strategic intelligence）と戦術的インテリジェンス（ tactical intelligence）
にわけることができ、戦略的インテリジェンスは、戦略や政策の策定や決定の
ために決定者により使用され、戦術的インテリジェンスは、戦略の実行におけ
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図 2-12．ビジネス分野のインテリジェンス  









大学大学院 Stevan Dedijer 博士が唱えたものであると言われている。Dedijer 博
士は、「インテリジェンスとはシステムを活用し、問題を認識、分析し、情報を









実現すること」を志向している（中川 ,  2011）。この概念での BI は、1990 年代
のデータウェアハウス、OLAP（Online Analytical Processing）、データマイニン


















ている。なお、同調査の結果報告である『企業 IT 動向調査報告書 2012』（2012, 














概念に対して Intelligence Economics（ IE）という用語を用いることが一般的で












リジェンス（Competitive Intelligence：CI）」として知られている（北岡 , 2003; 小
谷 ,  2012）。コンペティティブインテリジェンス（以下 CI と略す）は、 1980 年
代に米国政府の情報組織が培ってきたインテリジェンス関連の手法を米国の企
業が取り入れるようになったことから始まったとされている。先駆けとなった
のは、 Jan P. Herring である。Herring は、CIA 勤務後、国家情報官（National 
Intelligence Officer）となり、1980 年代半ばに Motorola 社に入社し、同社 CI を
実践した（北岡 ,  2003, p. 209-210）。  





すというものであった。しかし、1980 年に Michael Porter がその著書『Competitive 
Strategy』の中で競合分析のフレームを示したことから、現代の CI の基礎が築
かれ、Exxon Mobil、Proctor and Gamble、Abbot、Johnson and Johnson、Motorola
などの米国の大企業が CI の公式組織を設立したとされている。Michael Porter
は、1980 年に出版された『Competitive Strategy』の中で「競争者分析のフレー
ムワーク」として CI の必要性と枠組みについて紹介していることから、CI の
最初の提唱者の一人とされている。  
CI の概念が導入される以前の米国企業では、マーケティング・リサーチが







務者の導入により、1980 年代に発展した。更に 1986 年には、SCIP（Society of 
Competitive Intelligence Professionals：競合情報専門家協会／現： Strategic and 
Competitive Intelligence Professionals：戦略･競争情報専門家協会）が設立された





岡 , 2003）。また、CI の教祖的存在とされる Benjamin Gilad は、CI の定義を「経
営環境、市場、技術、競合などに関する外部情報を組織的に収集・分析し、そ
れを意思決定に活かす体系的なプログラムのこと」としている（Gilad, 2004: 菅





















   表 2-10．知識資源管理と意思決定（高橋 ,  2013, p. 42）  
階層  組織  情報  意思決定  
第一階層  経営トップ  戦略情報  戦略  
第二階層  部門責任者  戦術情報  戦術  
第三階層  中間管理職  管理情報  管理  







められている。表 2-11 は主な分析手法である。  
 
表 2-11．一般的な分析アプローチ  
（Fleisher ら ,  2002: 菅澤監訳 ,  2005, p. 281）  
目的  分析手法  
戦略分析  BCG 成長性－シェアのマトリックス  
GE ビジネススクリーンマトリックス  
業界分析（５Ｆ）  
SWOT 分析  
Value Chain Analysis  




環境分析  シナリオ分析  
問題分析  




































る（Savioz, 2004; 菅澤 ,  2008a）。  
１）Technology Monitoring：技術環境の観察およびその結果を取り扱う。  
技術開発初期段階での変化の兆し（シグナル）やイベントを観察する。 
２）Technology Forecasting：シグナルやイベントを事業戦略に照らし合  
わせて評価し、新技術や既存技術の持続的、断続的変化を見極める。 
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「TI method」と「 supporting technical infrastructure」から成ること、後者はテ







Savioz は、TI ツールについて、Lichtenthaler により提示されたテクノロジー
インテリジェンス手法の概観（図 2-13）を示し、手法は個別に存在するもので
































































インテリジェンスサイクルの「計画と指示」では、Herring が Motorola 社で
の事例として、自身が率いたコーポレート組織としてのインテリジェンス部門
について報告している。Herring は、Motorola 社内に 10 名のスタッフからなる
技術志向のインテリジェンス組織を全社レベルの組織として 100 万ドルの予算
























図 2-14．BI,CI に関する主な出来事  
（高山 ,  1979a; 北岡 ,  2003; 石川ら ,  2009; 菅澤ら ,  2010; 中川 ,  2011;  
Power, 2010; 高橋 ,  2013; Fisher, 2014）を参照し筆者作成  
 
（１）米国  
米国では 1970 年代にも CI の概念は存在していたが、競合企業からの情報収
集が中心であった。現在の CI は、1980 年代に米国政府の情報組織が培ってき
た手法や考え方を、政府情報組織からの人材の確保を通じて米国の企業が取り
こんだものを基礎としている。当時、Exxon Mobil、Proctor and Gamble、Abbot、
Johnson and Johnson、Motorola などの米国の大企業が次々と CI の公式組織を設
立した。更に 1986 年には、SCIP（Society of Competitive Intelligence Professionals:
競合情報専門家協会／現：Strategic and Competitive Intelligence Professionals：
戦略･競争情報専門家協会）が設立されたことから、この動きは加速された（北
岡 , 2003）。教育の面では、1980 年代初頭に Leonald Fuld、Benjamin Gilad、Jan P. 
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Herring によって CI 専門家の育成を目的とした教育機関 Academy of Competitive 





た。また、フランスは、1997 年に EGE（Ecole de Guerre Economique：経済戦争
大学）、2006 年にヨーロッパ経済情報大学院を設立し、企業、欧州委員会、欧
州各国教育機関との連携の中で、政・官・財・軍を挙げての情報教育に力を入






















しかし、それ以前の 1960 年代にも国家インテリジェンスに関する W. Plat の
著書『Strategic intelligence Production』（1957 発行）が『戦略情報 :  基礎原理と
その応用』（田畑訳 ,  1963）として翻訳されており、田畑は訳者のまえがきの部
分で、国家インテリジェンスの考え方や手法をビジネスに応用することの重要
性と、そのような考え方が当時注目されていたことに触れている。また、同年
に経営科学のシリーズ本として発行された『企業と情報』（多田編 ,  1963, p. 3）
は、当時の防衛庁陸上幕僚監部幕僚庶務室ＯＲ班長  多田和夫、同研究員  柏
























されたインフォメーションとしての捉え方が主流である（南崎 ,  2014）。  
日本での CI 研究は 1990 年代に入ってから始まったとされる。1992 年に日本
ビジネスインテリジェンス協会が設立され、2001 年に SCIP Japan が設立（ 2008
年に日本コンペティティブインテリジェンス学会へ継承）されたことにより、
一般への普及が行われた。しかし、その後の菅澤の調査（Sugasawa, 2004; 菅澤 ,  





























できたとされている。この組織は、1999 年のルノーとの提携により 2000 年に
CEO に就任した Carlos Ghosn 氏の強い意志によって創設され、MI が実践され


















を中国国内に紹介し、CI の研究が進展してきた。  















































































 先行研究とモデルの検討  ３ .１





































 図 3-1．ミドルアップダウン型インテリジェンス活動モデル  






  図 3-2．新製品企画における技術インテリジェンスの取り組み  









































図 3-4．改良されたインテリジェンスサイクル：上部と下部の関係  





































図 3-5．インテリジェンスサイクルモデル  























 情報の流れに関する先行研究とモデルの検討  ３ .１ .２
（１）組織における情報の流れ  









   ①「意図的な情報の流れ」  
    ・情報そのものを収集あるいは伝達しようとして  
     意図的に情報活動を企業が起こすことによって発生  
   ②「副次的な情報の流れ」  
    ・情報の流れを起こすこと自体が目的ではない行動に  
     よって結果として情報が流れる  





































図 3-8．科学と技術の情報処理  




















Knowledge を取り込む流れと組織内に蓄積されている Information、 Data、




図 3-9．インテリジェンス生産モデルの検討－２（筆者作成）  
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 知識と情報および関連概念の整理とモデルの検討  ３ .１ .３
（１）DIKW Pyramid 
インテリジェンスとその関連概念である Data、 Information、Knowledge につ
いては、２．１．３で整理しているが、これらに Wisdom を加え、Data、Information、
Knowledge、Wisdom とした概念の関係は、図 3-10 に示すように Akoff（ 1989）











図 3-10．DIKW Pyramid／知のピラミッド  










ものが Information、それを体系化したものが Knowledge と説明されている。イ
ンテリジェンスの生産における素材となる情報は、インテリジェンスの視点か
らは、 Information と Data を併せて「インフォメーション」とされているが、
知識創造を主眼とする研究開発の分野においては、 Information と Data を分け
ている DIKW Pyramid の表現を導入することで、情報や知識の活用がより明確




にある Data、 Information、Knowledge を素材となる情報として加えるとともに
暗黙知である Knowledge や Wisdom を用いて収集した情報素材を加工、分析、
評価、解釈等を行い、インテリジェンスを生産する。つまり、内外の DIKW 




図 3-11．インテリジェンス生産モデルの検討－３（筆者作成）  
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 モデルと分析フレーム設定  ３ .２ .１
（１）モデルの設定  
３．１節では、研究開発におけるインテリジェンス生産は、文字として表現









































織の外にある Data、 Information、Knowledge を素材として組織内に取り込む。


























図 3-13．インテリジェンス生産プロセスの分析フレーム（筆者作成）  
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 検証１：日本企業の製造業における情報組織と機能の歴史的な流れを  
調査し、モデルを歴史的な側面から検証する  
 検証２：日本企業における情報組織と機能を、インテリジェンス生産  
プロセスに沿って現状を調査し、モデルを実際の活動から  
検証する  

















































 日本企業における情報組織と機能の変遷    ４ .１
1990 年代に始まった CI 研究の中では、日本における CI 活動について、「日
本では CI の実践が不十分である（Sugasawa, 2004）」、「ライブラリ機能は持つ




















































る」と定義されている（『ALA 図書館情報学辞典』,  Young ed. 1988, p. 132-133）。  
専門図書館の中でも、特に企業内に設けられた企業内専門図書館（以後、企
業内図書館と称する）は、英米における産業化や市場での競争を背景に、大企
業が本格的に資料室を設置し始めた 19 世紀末から増加し、1909 年には、米国
で専門図書館協議会（ Special Libraries Association）が創設された（『図書館ハ
ンドブック』 ,  2016, p. 7）。米国では、企業内図書館は、企業規模の拡大化に伴
って、情報収集を目的とした諸活動を一元化するために作られたと考えられて







から、企業内図書館への需要が広がったとされている（原田 ,  1960; 河島 ,  1985）。




































は、明治 40 年（1907 年）に設立された南満州鉄道株式会社（満鉄）調査部が
組織的調査活動の創始であり、以来、昭和 10 年代にかけて、国策に関連する調
査機関が数多く設立されたとしている。また、事業体の調査部門の新設は、大


































時期、コンピュータの国産化や 1960 年代から 1970 年代にかけての情報通信技
術をベースとした経営情報システム、意思決定支援システムの提唱など、経営




























（『図書館情報学用語辞典』 ,  2003, p. 165）。ドキュメンテーション運動は、 19
世紀末にベルギーの法律家であったポール・オトレ（Paul Otret）とラ・フォン























































た研究がある（平田ら , 2000; 平田 ,  2001）。 1980 年代半ばの米国では知的創造
成果を法的に保護強化することを目的としたプロパテント政策がとられた。そ
して、日本企業もこの影響を受けて、米国企業との間に特許紛争が起こった。
この時期の主な特許紛争は、 1984 年コーニング対住友電工、 1985 年 IBM 対富
士通、1986 年テキサスインスツルメンツ（ TI）対 NEC・日立・東芝・富士通・
三菱電機・松下電子・沖電気・シャープ、1987 年ハネウエル対ミノルタ、1989









































トによる比較研究がある（『白書・日本の専門図書館』 ,  1992, p. 16）。同研究で



























































































 分析方法と対象  ４ .２ .１
（１）分析方法  













 Ｄ：全社組織としての企画部内に調査課と企画課が存在  
各事業グループ内の計画部と調査部が存在  
 Ｅ：企画室の中に企画・計画部門と情報部門を並置  
   研究所内に専門機関的性格の技術調査グループを設置  
 
また、企業内における外部文書情報の収集・管理組織である企業内図書館を

























日本経済新聞社の総合ランキングである NICES（ナイセス）2014 年度版注 3 を





業より下記 2 社を取り上げた。  
    ・味の素株式会社  





門を概観した。情報源は以下の 3 つの公開資料及びデータを使用した。   
  1）社史および組織図資料  
2）学術雑誌、ビジネス誌より、当該企業の記事および当該企業所属の  
著者が記載した記事  
   3）各社ホームページ   
【期間】 1940 年代より現在（調査時点： 2014 年 12 月）   
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 事例１：味の素株式会社  ４ .２ .２
味の素株式会社は、 1907 年（明治 40 年）の合資会社鈴木製薬所の設立に始
まる。創業は 1909 年 5 月 20 日、味の素株式会社としての設立は 1925 年 12 月
17 日である。従業員数は、単体 3,477 名、連結 33,295 名  （2016 年 3 月 31 日
現在）である。事業分野は、調味料、加工食品、飲料、医薬品、アミノ酸、化
成品など、売上高は、 2015 年度の売上高は 1 兆 1859 億円、営業利益 910 億円
であり、日本および日本以外の売上構成比は約 5：5 である。  
同社の沿革について主な流れを図 4-2 に示す。   
 
  




現在の研究開発体制は、図 4-3 に示す。1956 年は約 100 名でスタートしたが、





図 4-3．味の素株式会社の研究開発体制 2016 
          （同社ホームページを参照し筆者加筆修正）  
 
 























1972 年に経営管理部となる。  
 
（２）研究・技術情報系  













ターであったと記述している。このような背景のもと、1971 年 3 月に中央研究
所において、同室が中心となって各研究室員を交えてのプロジェクトチームを












発組織に所属する研究者約 1,000 名（全社員数約 3,600 名）に対応して、情報
















本社組織である管理部内に特許課が設置された。1961 年 3 月には、特許課は特




た。同社は、1998 年 1 月の経営会議において「特許部重点課題と対応策」を報















































 事例２：旭化成株式会社  ４ .２ .３
旭化成株式会社の創業は 1922 年 5 月 25 日設立の旭絹織株式会社、設立は 1931





式会社となり、2001 年に旭化成株式会社に社名変更した。 2015 年 3 月 31 日現
在で、従業員数は連結で 32,821 人、売上高 1 兆 9409 億円、営業利益 1652 億円
である。事業分野は、マテリアル領域（繊維、ケミカル、エレクトロニクス）、
住宅領域（住宅、建材）、ヘルスケア領域（医薬、医療、クリティカルケア）が
主である。同社の沿革についての主な流れを図 4-5 に示す。  
 
 
図 4-5．旭化成株式会社の沿革  




















図 4-7-2．旭化成株式会社：情報組織の変遷 1970～2010 年代  


















1955 年 12 月に東京研究室は、8 人で開設された。東京研究室は、研究開発体
制拡充の動きの中で、 1956 年 10 月東京研究室を発展的に解消され、技術研究
所が設置された。このとき技術研究所内に資料室が設置された。また、新技術・
製品をめぐる企業間競争が一段と激しさを増す中で、研究部門拡充の必要性が












けに変わった。この流れの中で、特許部は 1993 年 6 月に知的財産部と名称を変
更し、1996 年 6 月には知財管理強化のため部員の多数が事業部へ転籍した。更










       





1967 年 9 月には、システム管理部が発足し、情報化の本格的な展開に備えて社
内体制が整備された。1971 年 8 月には、総合 EDP（Electric Data Processing）委
員会、EDP マスタープロジェクト、会計システムプロジェクトが設置され、1973
年 10 月には、地区ごとに異なるコンピュータの異機種間のデータ通信網の全社





































略の重要性の増加や、 IT 環境の変化、グループ経営の進行に影響を受けた IT



























図 4-9．事例研究から導かれた組織変遷モデル（筆者作成）  
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 本章まとめとモデルの検証  ４ .３
 本章まとめ  ４ .３ .１
欧米企業におけるインテリジェンス部門は、競争相手を意識した Competitor 


































































  ①組織外の技術資料獲得・加工（整理・索引付）・蓄積し、研究者に配付  
  ②利用されなかった場合でも組織内には蓄積  
*特定の情報要求  















図 4-10．モデルの検証１  
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図 5-1．インテリジェンス生産プロセスの分析フレームと調査の視点  
 
 調査の概要  ５ .１ .２




３）調査期間： 2014 年 7 月－2015 年 3 月  
４）調査対象：企業の情報管理・情報調査･戦略･企画関連部門担当者  
    ・日本コンペティティブインテリジェンス学会会員  
     ・インフォメーションスペシャリスト関連団体会員  
５）調査方法：調査対象者には、調査の趣旨を口頭または文書にて説明し、  
回収用封筒ともに印刷体にて配付した。  
６）調査項目：本調査の質問項目は、下記 10 個の項目とそれぞれ 1～ 3 個の  





















 アンケートの配布は、200 部行った。回答は合計 54 部（内、記名 44）であり、




 調査母集団の状況  ５ .１ .３
本調査においては有効回答 51 を母集団とした。母集団の状況を回答者の背景
情報として確認する。図 5-2 は回答者の所属機関の業種、図 5-3 は従業員数で
ある。業種は製造業が全体の 7 割を占めている。これに「情報サービス」「調査・
コンサルタント」と回答した会社の中で製造業のグループ会社に属するものを
加えると 8 割が製造業である。会社規模は、従業員数 1000 人以上が全体の 6
割である。回答者の属性は、図 5-4、図 5-5 に示す通りである。部長クラス 20%、














図 5-2．背景情報：回答者所属機関の業種  
 
            




                  














 インテリジェンス生産と情報組織の現状  ５ .２
























  図 5-7-1. インテリジェンスとインフォメーションの区別（全体）  
 
 
    図 5-7-2. インテリジェンスとインフォメーションの区別（業種別）  
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図 5-7-3. インテリジェンスとインフォメーションの区別（部門別）  
 
 























































































   














































提供（ f、g）となる。 c、h は、インテリジェンス生産プロセスに関連する機能
として、 i は、情報組織として保有している可能性がある機能として、選択肢
に入れた。また、「 j．その他」の選択肢も自由記載とともにいれた。  
a. 外部公開情報の収集 /情報検索  
b. 外部資料の収集・蓄積  
c. 内部で発生する情報の蓄積 /提供  
d. 収集した情報のデータ加工 /統計解析  
e. 収集した情報の内容分析・評価・解釈  
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f. 調査結果に基づく知見･見解の提供  
g. 定期的なレポートや報告書の作成    
h. 情報システム基盤の構築・運営  
i.  教育・普及  





































































































 カスタマーとプロダクトとしてのインテリジェンス  ５ .２ .４
情報要求は、それを用いて判断や意思決定を行う者であるカスタマーから発
信されるが、研究開発に関連したインテリジェンスサイクルの先行研究（高橋 ,  





























図 5-12-1. 情報要求の直接の指示者と最終利用者  





図 5-12-2. 情報要求の直接の指示者と最終利用者  
   （戦略企画部門担当からの回答）  
 

























































































 本章まとめとモデルの検証  ５ .３






















































































図 5-15. モデルの検証２  
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究結果としての Data、 Information、Knowledge を生み出す活動であるとともに
それらを利用して新たな Information や Knowledge を生み出す活動でもある。そ
こで、本章では、特に将来の研究開発テーマの創出の視点も入れて検討する。  
 
 研究開発におけるインテリジェンス  ６ .１



























































ォメーションの収集と活用のプロセスを示している（Ashton et al.,  1995）。また、
企業環境の技術的な事実やトレンドとしての機会と脅威に関連するインフォメ
ーションを収集、分析、評価し、技術および経営の意思決定をサポートする活
動である（Savioz, 2004; 菅澤 ,  2008a）。Savioz、菅澤によれば、テクノロジーイ












１）Technology Monitoring：技術環境の観察およびその結果を取り扱う。  
技術開発初期段階での変化の兆し（シグナル）やイベントを観察する。 
２）Technology Forecasting：シグナルやイベントを事業戦略に照らし合  
わせて評価し、新技術や既存技術の持続的、断続的変化を見極める。 
















イト」が重要となってきている（治部 ,  2011）。フォーサイトの方法論は、いく
つかあるが、主なものとしてはデルファイ法やシナリオプランニングがあり、





学的かつ合理的な策定を手助けする方法である（Van der Heijden, 1996; Schwartz,  
1996）。このシナリオを使った方法は、1950 年代に RAND 研究所によって生ま
れ、軍事分野で活用されてきた。その後、1961 年に主要メンバーであった Herman 
Kahn が同研究所を去り、1967 年に出版した「The Year2000」によってシナリオ
法の考え方が世の中に広がった（Van der Heijden, 2002: 西村訳 ,  2003, p. 138）。
ビジネスにおいては、1970 年代に Royal Dutch Shell がシナリオ分析に基づいた
戦略シナリオの作成と実行により、石油危機を乗り切ったことで知られている
（Wack, 1985a; 1985b）。シナリオプランニングは、 CI の手法の一つであり








ためのツールとしても導入する企業・組織が増加している（西村 ,  2014）。その
適用は、科学技術、公共政策、ビジネスなど様々であり、シナリオを作成する



























































図 6-2．テクノロジーインテリジェンスに関する分析フレーム  
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 調査の概要  ６ .２ .２




３）調査期間： 2015 年 1 月－2016 年 9 月  
４）調査対象： 13 名  
－製造業の研究開発部門および研究開発の支援部門に属する者  
    －研究開発、新製品開発、イノベーション支援に関連した公的機関  
及びコンサルティング会社の専門家  
アンケート回答時の記名者及び紹介者より意見聴取を行った。  
内訳は以下である。（  ）内はアンケート回答者の数を内数として  
示している。  
・Ａ：研究開発マネジメント層       3（1）  
・Ｂ：研究開発戦略企画系担当者      1（1）  
・Ｃ：インフォメーション担当者      4（4）  
・Ｄ：企業グループ内調査会社調査担当者  2（1）  
・Ｅ：コンサルティング会社（新製品開発・イノベーション支援） 2 
・Ｆ：公的機関（シニアリサーチフェロー） 1 
    業種別にみると以下のようになる。  
化学・素材系企業（3）、食品・飲料系企業（ 2）、  
医薬・化粧品・医薬部外品系企業（3）、  
電気・機械・インフラ系企業（2）、  
















図 6-2 の分析フレームを基にヒヤリングを行った。  
 以下の３つの要素を構成する各内容について説明した後に、これら  
を実施しているのか、実施している場合は、どのように行っている  
のかを聴取した。  
－Technology Monitoring：  
・技術環境の継続的観察  
・変化の兆しのシグナル抽出  
－Technology Forecasting：  
・変化の兆しシグナルの評価  
・技術変化の観察  




    ③インテリジェンスの生産と利用の実際を見るためにテーマ創出  






への支援を行っているため、専門家としての意見・見解を聴取した。   
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①Technology Monitoring（テクノロジーモニタリング）：  
・技術環境の継続的観察を行う  
・継続的観察の結果、変化の兆しシグナル（予兆）を見つける  
②Technology Forecasting（テクノロジーフォーキャスティング）：  
・①で見つけたシグナルを評価し、どのような変化の兆しなのか  
 どのような変化が起ころうとしているのか洞察する  
・洞察された技術変化の観察を行う  













 ４）科学技術に対する社外の動きを積極的に探索し、トレンドを分析して、  
技術獲得につなげようとするテクノロジースカウティング機能を持った  
部署が研究開発部門内に存在するケースは、グローバル企業（ 1 社）と





























図 6-4．テクノロジーインテリジェンスの実施状況  
 
 

















 No.3） 研究開発部門の中の企画部門が主導で、研究者からの提案を取り纏め、 
テーマ提案を行うという仕組みで運用しているところは 2 社あった。 
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 No.4）将来を見据えたテーマ探索を行うために、研究開発の戦略企画系部門  
内に専門の組織を置いて、研究出身者が専任でテーマ探索と提案を実  
施しているケースは 2 社あった。但し、詳細な仕組みは異なっていた。  
1 社は主にベテランの研究出身者がその組織内の専任担当者として  
当該組織内に異動しテーマ探索を専任で実施していた。  





を議論して決めていくという仕組みを持っている企業が 1 社あった。 
 No.6）トレンド情報からの将来予測をワークショップで実施し、その結果を  
もとに将来テーマを創出する活動を実施している企業が 1 社あった。 
情報部門がトレンド情報の提供及びワークショップのファシリテー  
ションを行う形で実施していた。  
 No.7）時間軸やテーマの位置づけという切り口ではなく、「ビジネスを成長さ  
せる」という視点から、全社員が参加して提案を行い、審査され採用  
されればプロジェクトが開始されるという形での全社制度を保有し、





ェンス生産はプロジェクトとして行っている。また、No.5 と No.6 では、シナ
リオプランニングに類似した未来環境を洞察する手法がとられ、多様なメンバ
ーでの議論を行っており、特に分析において組織的な対応がとられている。No3.





表 6-1．テーマ創出（探索・提案）の仕組みとインテリジェンス生産  
位置
付け  
No テーマ創出（探索・提案） インテリジェンス生産における状況  
短
期 






















































 本章まとめとモデルの検証  ６ .３























































⑫研究活動の参考情報調査   ［情報部門］  
⑬知的財産に関わる調査と見解の提示［知的財産部門］  
































 結論  第７章
 
 本章では、これまでの検証結果をまとめ、今後の課題を述べる。  
 
























































































  図 7-3．「組織体におけるインテリジェンス生産・利用モデル」検証結果 -3 

































図 7-5．研究開発分野におけるインテリジェンスサイクルの層状構造  
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つまり、今回検証したモデルは、組織内に Data、 Information、Knowledge をい



















1）ドキュメンテーション（ documentation）  
専門知識の記録、組織化、提供の過程。またそのための技術。特に、科学技
術文献など専門性の高い資料の収集、蓄積、検索、配布を中心とし、中でも書





http://gakkai.jst.go.jp/gakkai/control/toppage.jsp（参照 2014-12-25）  
日本学術会議の活動に協力する「協力学術研究団体」を中心に、日本におけ
る主要学術団体の各種データを収録・公開。財団法人日本学術協力財団『学会




3) NICES（ナイセス）  
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ご所属の機関名 ご所属の部門名称 お名前 メールアドレス または 御住所 
    
 
＜アンケート設問＞  ※該当の部分に○を付けてください。（             ）部分にはご記入をお願いします。 
Ｑ１．ご所属の機関についてお伺いします 
Ｑ１－１．所属機関の業種は何ですか？  
ａ．食品製造      ｂ．繊維工業        ｃ．化学品製造     ｄ．医薬品      ｅ．化粧品・医薬部外品製造  
ｆ．肥料・農薬製造  ｇ．電気・機械・自動車  ｈ．電子部品・デバイス製造    ｉ．その他製造業（      ） 
j.広告・出版業     ｋ．情報サービス     ｌ．情報通信業    m．建設業   n．電気・ガス・熱供給・水道業 
ｏ．金融・保険業    ｐ．運輸業    ｑ．医療・福祉   ｒ．学術･研究・教育機関   ｓ．法律･特許事務所 
ｔ．調査・コンサルタント業  ｕ．政治・経済・文化団体   ｖ．その他（        ） 
 
Ｑ１－２．所属機関の従業員数は、どのくらいですか？ 
ａ．１０人未満      ｂ．１０－９９人     ｃ．１００－４９９人    ｄ．５００－９９９人    




ａ．戦略企画部門（経営企画）  ｂ．マーケティング部門  ｃ．営業・事業部門  ｄ．総務・人事部門 
ｅ．経理・財務部門   ｆ．Ｒ＆Ｄ部門   ｇ．知的財産・法務部門   ｈ．品質/安全管理部門   
ｉ．工場/生産部門   ｊ．情報（ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ）サービス部門（情報センター・図書室）  k．データ分析センタ  ー
m．インテリジェンス部門（ＣＩ部門）  n．システム部門   ｏ．その他（           ） 
 
Ｑ２－２．あなたのお立場をお教えください  
ａ．係長/主任クラス   ｂ．課長クラス  ｃ．部長クラス  ｄ．役員クラス   ｅ．経営者   ｆ．その他（        ） 
 
Ｑ２－３．あなたご自身の担当業務は何ですか？ （該当するもの全てに○を付けて下さい） 
ａ．組織運営・管理  ｂ．企画・戦略  c．営業（セールス）  ｄ．マーケティング・市場調査  ｅ．製造 
ｆ．製品・技術開発  ｇ．基礎研究  ｈ．情報調査   ｉ．データ分析  ｊ．外部資料収集/保管（図書機能含む）  






ａ．外部公開情報の収集/情報検索       ｂ．外部資料の収集・蓄積    ｃ．内部で発生する情報の蓄積/提供  
ｄ．収集した情報のﾃﾞｰ ﾀ加工/統計解析    ｅ．収集した情報の内容分析・評価・解釈 
ｆ．調査結果に基づく知見･見解の提供     ｇ．定期的なレポートや報告書の作成   
 ｈ．情報システム基盤の構築・運営         ｉ．教育・普及 
ｊ．その他  ex. ｱﾝｹｰﾄ調査の実施、ﾏｰｹｯﾄ調査の実施 
部署 ａ b ｃ ｄ ｅ ｆ ｇ ｈ ｉ ｆ．その他  
*ご記入ください 
A．インテリジェンス担当部署           
B．情報（ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ）センター           
C．図書館・資料室           
D．データ解析担当部署           
E．システム担当部署           
F．その他（             ）           
 
Ｑ７．調査の依頼や情報収集の指示はどこから出てきますか？ （該当するもの全てに○をつけてください） 
ａ．ＣＥＯ  ｂ．役員層  ｃ.戦略企画部門/担当者  ｄ.Ｒ＆Ｄ部門/担当者  e．マーケティング部門/担当者 
f．その他 （            ） 
 
Ｑ８．調査結果の形態はどのようなものですか？ （該当するもの全てに○をつけてください） 
  ａ．収集した生のデータや情報（ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ）   ｂ．生データを加工したもの（統計解析）   
ｃ．単独で発生する課題に関する調査レポート   d．継続的なモニタリングによる定期調査レポート 
e．調査結果に基づく知見・見解                ｆ．その他 （                     ） 
 
Ｑ９．調査結果の利用者は、誰ですか？ （該当するもの全てに○をつけてください） 
ａ．ＣＥＯ  ｂ．役員層  ｃ.戦略企画部門/担当者  ｄ.Ｒ＆Ｄ部門/担当者  e．マーケティング部門/担当者 














独立したｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽ部署が無い      
ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽ活動に専任の人員を割けない      
経営層にｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽ活動の理解者が居ない      
ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽ活動を推進する人が居ない      
ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽ活動に対する認知度が低い      
経営層と情報担当者が直接ｺﾐｭﾆｹｰﾄする機会がない      
戦略企画部担当者と情報担当者間でのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝが不足      
情報部門/担当者の情報収集スキルが不足      
情報部門/担当者の分析・解析スキルが不足      
異なった部門内に在る情報（ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ）の入手が難しい      
生成されたｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽが経営層に活用されてない      
戦略企画部門/担当者は情報(ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ)のみを要求する      
ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽ活動の価値や効果を評価することが難しい      








・①：図 6-1 の分析フレームを基にヒヤリング  
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